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I 本稿の課題と研究の潮流

1980年代後半以降発表された労働分野の研究

成果は，雇用開発，労慟移動，人的資源開発・

人材育成，労使関係，社会保障なと多岐にわた

る。 1980年代前半までと比べてこの分野で新た

に展開した研究の潮流およびそi))背景には次り）

ような特徴がある。

第 1に， NIEぶ諸国に続いて ASEAN諸lFlに

おいても靡い経済成長か見られ、 とりわけタイ，

マレーシアでは雇用の景的拡大と改善が顕著と

なったことである。これに伴い，社会保障制度

を含む労働関連諸施策にも展開が見られた。

第 2に， このような NIEs諸l!il、ASEA]¥rI]者

国における屈用面での景的拡大と改善には外国

からの直接投行が大きく 1州連して¥'たと見られ

るQ したがって， このような雇用lfiiでの変化か

外国からの直接投資とどのような関連を持ち，

またどのような廂用面ての変化か見られたりか

を質的に検討するという課題が大きくなった。
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具1本的には，アジアにおける人的育源開発・人

材育成を経営管理システムとの関連で明らかに

ずるという研究が増加した。

第 3に，冷戦構造の崩壊に伴い旧社会主義国

における市場経済の展開とそれに伴う雇用開発．

労働移動の活発化が見られたことである・,他方

で，アジア地域における雇用機会，所得水準の

違し;が明らかとなり、国際間における労働移動

が活発化したのもこの時期の特徴である。

第 4に，韓国，台湾など NIEs諸国のいわゆ

ろ民主化の進展により労使関係U)が安定化か一

時的に高まり，この点をめぐる議論が活発化し

た＿，

以上の展開をテーマ毎に分類すると，（l）雇用

開発，社会保悴，（2）人的資源開発・人材育成，

(3分働移動， il)労使関係となる。本稿では，こ

れらすべてのテーマについて網羅的に論じる余

裕はない。そこで，以下の議論は，この間に研

究t大きな進展が見られた「人的賓源開発・人

材育成J 0)テーマにそって進めたい。他U)テー

マについては必要の都度言及するにととめ、

後掲の文献目録で補足させていただくこととす

ろ

『アジア経済_： XXXVl-8(19Y5.8J 
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II 日本企業から見たアシアJ)人的

冑源開発・人材育成

H本企党あるいは日本との合弁企党か東南ア

ジアでどのような人的資源開発・竹理を行なっ

ているか， ど0)ような労使関係に直面している

かについてはこれまでに比較的数多くの研究蓄

積がある もちろん，それらの中にぱ人的資源

開発・管理を超えて輻広く菰じているものも多

いが，その場合には人的資源間発・怜罪を中心

に検討を進めることにする

占いものも含めて若 lツ）も U)を学けると，巾

例研究についてはアセアン研究グループ11982-

8:3]、アセアン研究会[1985]、｛i田 [1983],

稲 1・ [1989]、大野 [1993] か個別企業U)人材

育成に関する細かな分析を行なっている

アンゲート調在ては．市村糾 [1980, 1988n 

市村ほか『1985]、日本労働協会←1986¥ tt会

経済国民会議 [1989]，山下ほか [1989＼ 罪 用

情報センター「199(）」，それに日本名国籍企哭

研究グループ ll99394] などかある，、これら

の研究に共通しているのは，日本人経営管理者

の経験・視点を通して｀ h：東南アシア日本介業

の特徴・課題を映し出すという方法を採ってい

ることてある、このようなアンケート調介て共

通して難しし洪点は、比較0)軸をとU)ように設定

するかということであろう。

たとえはrii付編：19881 を見ると．雇用の安

定，年功貨金制，年功昇進制，シ：］プ・ローテ

ーシ」ンや多能 l化の実施，庄団的意息決iな

ど12項Hを「誰によっても多かれ少なかれ 111

本式経営U) 引用者）構成要索と認められてし、

る1 として、それらかとの程度， N!Es点国，

人(1'漬源開発・罪itl．労働

ASEAI¥'諸国において実施されているかを問う

ことによって， との程度日本式人的資源管理か

実施され，またその背景にある理由は何かを検

討して t)る。しかし，これらの項目の意味は必

すしも統一されているわけでなく， また日本企

蓑自体かそれらを日本国内においても実施して

t)るかどうか疑問か残る。

同様のことは，精力的なヒアリングとアンケ

ト調宵に基つく山Fほか」989]， 日本多国

籍企業研究クループ [1993·94~ についても甘

てはまる 山下ほか [1989]ては，人材内部育

成亀（）「r,労使協調｀ QCサークル｀終身雇用｀

年功序列なと21項Hに対する日本人管理者u)評

価を―現地の経営に適応可能か否か 1 という形

て嘩ね，国ことにそれそれの項目の適応可能と

適応イ勺りと U)間のギャ／プを吟昧してしヽる，・ タ

ィ， インドネシア｀シンカポール．マレーシア

4カ国0)仝サンプルか 132社に止まるという制

的よりも．やぱり上述した調荘上の間題点か分

析を不明確にして＼ヽる{I I I' 

H本多国籍企業研究クループ[199:3-94_ は，

日本舟1J_生産システムの国際移転モデルとしても

ともと仔米！」系介業における「人の要素」に柑

目した l・J本システムの持ち込みの側面＝・ 1適用ー

と囀現地環境へ(}) I適！心しの側面を評価するた

めに考案された分析枠組を，さしあたり韓[nlと

台湾U)自動車・屯機メーカーにl,．．じ用したも 0)て

ある 在米日系企業の調在と違ってここては彎

ll木U)「：場と 1li]じシステムを導人してし］るかと

うかによって「適用度ーを拌価するという｝j法

を採っている，具体的には， 23項目の f適用度

評価店準」を設け，それそれ日本の国内 l：場と

同しなら 5,1月内T．場の要索かセロ（ある＼ ＼くよ

現地J)伝統的な制度・ tl1行なとがほぼそのまま採

89 
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用されている場合）なら 1という具合に 5段階

評価で点数化している。項目には職務区分、多

能エ化，教育・訓練，賃金体系，昇進．採用方

式，長期雇用，労使協調などが取り l：げられて

いる。市村編 [1988]や山下ほか [1989] との

違いは，調杏者が前もって一定の尺度で評価の

ポイントを決めているところにある。とはし＼え、

たとえば「長期雇用」という項目では，離職率，

従業員の定行を図る方策，雇用保障の明言，解

雇の有無などが評価基準となるというが，通俗

のイメージを別とすれば経済環境に影響を受け

やすい変動の激しい基準であり，評価ポイント

も定めがたいのではないだろうか。こうして，

個別の事実発見や興味深い部分的知見は別とし

て， トータルな分析としてはきわめて理解しに

くい結果となっている。

III 国際比較から見たアジアの人的

資源開発・人材育成

ところで，地場企業も含めて資本国籍の逢う

企業間でどのような人的資源開発・管理や技能

形成面での特徴や界同があるのかという問題意

識に基づく東南アジアに関する研究は，若いI)

ものに限られる。その嘆矢は司馬 [1973]であ

る。しかしその研究は公共部門である発電所に

限定されており，また人的資源管理や技能形成

そのものを対象としたものではなかった。

タイとイントネシアの人材育成に関しては丹

念な事例研究かある"八幡・水野 [1988] u)タ

イの自動車産党に関する研究によると， H系介

業とローカル企業には人材育成で顕著な差が見

いだされるという。日系組立メーカーの場合は，

かなりの程度内部化が進んでおり，離職率が低
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＜ `年齢のわりには勤続年数が長くなっている。

また学歴と職位との対応が厳格でなく．マネジ

ャーやエンジニア層も高卒者がかなりの程度を

占めており，能力主義的な日系企業の特徴が見

られる。他方，ローカルの部品メーカーでは，

詞族経営が主流の中で，上級管理職層の学歴構

成は日系企業よりむしろ高く｀一方で技能エ層

の学歴水準ではH系企業の方か高くなっている。

それ故曹中堅技能エ・技術者層の層の厚さでロ

ーカル企業に問題が残るという。

またインドネシアにおける大手製造企業の労

働カタイプとキャリア形成の違いに関する精力

的な比較研究によると，日系企業と地場企業と

の間には顕著な違いが存在する 山本 [1990]

は，山本 [1987]で行なわれた機械金属加工業

における H系企業と地場企業の技能形成に関す

る事例研究に基づきながら，それをさらに拡大

して，前職を持つ労慟者を 2つのタイプ，すな

わち，自らの技能向上を求めて職業経験を重ね

ていく「自己陶冶型」と．自らの学歴にふさわ

しい良い就業機会を求めて意識的に待機する

「待機型」とに分け．地場企業には前者を選好

する要因が存在し電日系企業には後者を選好す

る栗因が存在すると指摘している。これは． H

系企業では．臨時的に異職種での就業経験を持

つ「待機型」労働者をも前職歴のない新規学卒

者と同じカテゴリーに含めて採用し，企業内で

訓錬して次第に高いスキルを習得させていき，

技能の向上とともに高い職位につくことも可能

とするいわゆる労働市場の内部化がより深く形

成されているからである，これに対して．地場

企業では，勤続を重ねながら次第に技能と職位

を高めていく内部昇進タイプの労働者は相対的

に少なく，企業外でのその豊かな職業経験を買
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われて，人社後短い期間に高い職位：こつく「自

己陶冶型」の労働者が多くなっており，その分

だけ狭く限られた内部労働市場を形成している。

小池・猪木編 [1987] は，牛産現場で日常的

に発生するさまさまな変化や異常の発生など非

定常事態への対処の際に不可欠な而口的熟練」

というオリジナルな概念でもって日本，タイ，

マレーシアにおける複数業種の職場り技能形成

を丹念に観察した。調杏対象には類似の機械設

備のある現地の企業，合弁企業， H本国内の企

業を選び，それらの職場における技能形成を比

較するという方法を採用している産業はセメ

ント， ビール，屯池である。その結東，ほぽ詞

ーの機械設備を持つ場合でもきわめて大きな生

産性格差が残るという興味深い市実を発見した

すなわち，日本の労働生産性はタイ，マレーシ

アのそれの 3倍もしくはそれ以上に達しており，

この格差の多くは労働者の「知的熟練」に帰せ

られた。ここては，労働者の「t-ll的熟線」は上

国の経済において通常考えられていろより書は

るかに重要な変数てあることが強調されているぐ

この「知的熟練」と仕事経験の輻，内部昇進0)

深さという視点からシンガポール， インドネシ

ア，タイ，イントの地元企業の状況を検討した

のが小池[1994]の第 7章てある，9

尾翡編 [1989I は，日本，フィリピン，台湾，

韓1.E|，タイ， イントの各国における tとして機

械工業部門の技能形成について事例研究を行な

うとともに，台湾，インド，インドネシア，マ

レーシア，フィリピン，タイ 0)日系自動車I場

における某幹TU)技能について亀日本国内工場

での日本人基幹工を評価の準拠枠として日本人

生産技術者の目を通して比較検討した。この比

較検，汁の結果は，アシアにおけろ牛）序技能者(J)

人的資源開発・刷用・労働

技能そのもの（「ウデJ) の評価は高く，課題ぱ

むしろ彼らをいかに動機づけるか，つまり人的

資源管理の善し悪しにかかっているというもの

であった 基幹工のキャリアをさらに t方に引

き上げるべきことが含意されているとみられる。

同時に，基幹エ以外の労働者をいかに基幹工の

水準に引き上げるかが実はより重要な人的資源

凋発の課題てあるかもしれない。

東南アシアという環境の中で地場企業，日本

企業，欧米企業，それにアジア NIEs企業など

か人的資源管理・開発に関して， どのような特

徴を持って運常され，またどのような特有の課

題に匝面しているのかという視点からの研究

も現われている。若干の試みは，白木 [1990,

1992, 1994]，井上 [1993] によって行なわれ

ている。

井上 [1993]は，日本企業の海外プラントで

の内部人的資源の活用に関する管理的ルールや

手続きを積極的にレビューして，内部労働市場

の効果を評価している。数多くの事実発見の中

でも．われわれの関心からは次の点が注目され

る。第 1に，労働者の多能エ化あるいは職務に

対する柔軟付を促進し，よりスムーズで効率的

なジョプ・ローテーションを可能にするために．

タイのトラック組立工場の事例ではスキル・イ

ンヴェントリー・マップ（技能棚卸し図）を作

成し．労慟者各個人に対し技能の現在の到達レ

ベルとこれからの到達目標を一目瞭然に分かる

ようにしていた。第 2に，従業員の勤続年数は

訓練投資の代理指標として広く用いられていた。

アジアの移植工場では，アメリカのそれに比べ

て．給与決定に際して勤続年数がより重視され

ていた。アジアの移植工場でもアメリカのそれ

と同様に職務体系に基つく給与制度が採用され

9I 
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ていたが，後者のように文書による先任権ルー

ルは存在していないつもちろん，これらのあり

方には地域労働市場の事情によりさまざまなヴ

ァリエーションがあり得る。

白木 [1994] は，インドネシアにおける177

社のアンケート調在結果から，地場企業ならび

に日系，欧米系， NIEs系企業の現地人材の育

成・管理を比較して次のような特徴がみられる

と論じた。大卒をはじめとする高学歴者の採用

と確保に関して，欧米系企業と日系企業との間

には著しいコントラストがみられた。欧米系企

業は大卒の採用に積極的なばかりでなく，大卒

者に対してより良いキャリア・パスを提示して

いた。これに対し，日系企業の場合は，欧米系

企業と対照的に大卒者の初任職位も低く，現在

慟いている大卒者の最翡職位も低く，また昇進

範囲も狭くなっており，必然的に高学歴者の採

用と確保で比較劣位に立たざるを得なくなって

いた。実際，日系企業においては，大卒に代え

て，それより在学年数の短いアカデミー卒で代

替しようとする傾向か存在する。ちなみに，大

卒者の初任給については，平均でみると欧米系

企業と日系企党との間に大きな格差が存在する

が，産業をコントロールすると，統it的にfi應

な差は認められなかった。他方，中卒等の低学

歴者に対しては，欧米系企業に比べて日系企業

は相対的により深い昇進可能性を保持していた。

総じて内部育成と内部昇進の度合い，ならひ

に従業員の職務に対するフレキシピリティの保

持に関しては、他の企業グループに比べて [1系

企業で顕著であった" H系企業には内部人的賓

源の育成・管理により強く依存するという傾向

がある。日系企業は，採用直後には新規従業員

を仕事内容もランクも低い仕事から配置し，主
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として OJTを通じてこれら人的資源に訓練投

資を行ない，そして比較的長い評価期間を経た

後．彼らの仕事能力に基づいて処遇する。従業

員の仕事能力は．一時点で与えられている仕事

を遂行できるということのみならず．他方で多

様な問題に対処でき，後輩の指導もできるとい

うことも含めたより広い能力によって評価され

ている。こうして，日系企業の従業員には．職

務範囲に関するフレキシヒリティを高めるべく

組織内部のインセンティブが働いている。

N 今後の展望

以上の簡単なレビューによっても，人的資源

開発・人材育成の分野が，企業活動のグローバ

ル化，流動化と相まって誠に知的刺激に満ちた

フロンティアにあることが分かる。この分野で

さまざまな論理の組み立てと実態調査が積み重

ねられてきているといってよいであろう。今後

も細かでも綿密な研究を積み重ね．それらを研

究者間で共有財産としていき，全体像を明らか

にしていくことしか道はなし％

その際、日本における人材育成．人的資源管

眠労使関係の分野における概念．用語の統一

化がますます必要とされている。たとえば，

「年功制」，「能力主義」，「終身雇用」等という

用語に関して．現在，研究者間，実務家間に共

通の理解が存在するとは思えないのは筆者だけ

てはないであろう。外国人研究者も含めての議

論の活発化と実証研究の積み屯ねを期待したい

ものである。

(itl) 同様のコメントは小池 [1994]の202~203ペ

ーシにも見られる。
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